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デジタル社会・新産業創出調査特別委員会会議記録 

 

デジタル社会・新産業創出調査特別委員会委員長 高橋 こうすけ  

 

１ 日時 

  令和６年８月７日（水曜日） 

  午前 10時１分開会、午前 11時 30分散会 

２ 場所 

  第２委員会室 

３ 出席委員 

  高橋こうすけ委員長、畠山茂副委員長、名須川晋委員、柳村一委員、千葉秀幸委員、 

  神﨑浩之委員、臼澤勉委員、菅原亮太委員、佐々木朋和委員、飯澤匡委員、 

  田中辰也委員 

４ 欠席委員 

  なし 

５ 事務局職員 

  正部家担当書記、藤澤担当書記 

６ 説明のため出席した者 

  森・濱田松本法律事務所 弁護士 岡田 淳 氏 

７ 一般傍聴者 

  なし 

８ 会議に付した事件 

 (１) 調査 

生成ＡＩの課題と法規制化 

(２) その他 

    次回の委員会運営等について 

９ 議事の内容 

○高橋こうすけ委員長 ただいまからデジタル社会・新産業創出調査特別委員会を開会い

たします。 

 これより本日の会議を開きます。本日は、お手元に配付しております日程のとおり、生

成ＡＩの課題と法規制化について調査を行いたいと思います。 

 本日は参考人として、森・濱田松本法律事務所、弁護士の岡田淳様をお招きしておりま

すので、御紹介いたします。 

 岡田様の御略歴につきましては、お手元に配付している資料のとおりでございます。 

 本日は、生成ＡＩの課題と法規制化と題しましてお話しいただくこととなっております。 

 岡田様におかれましては、御多忙のところ、このたびの御講演をお引き受けいただき、
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改めて感謝を申し上げます。 

 これからお話をいただくことといたしますが、後ほど岡田様を交えての質疑、意見交換

の時間を設けておりますので、御了承願いたいと思います。 

 それでは、岡田様、よろしくお願いいたします。 

○岡田淳参考人 本日はこのような場にお招きをいただきまして、誠にありがとうござい

ます。なかなかこういった形で都道府県議会に招かれてお話しするということはないので、

私にとっても大変貴重な機会でございます。 

 きょうは、いろいろ資料を用意していますけれども、そこまで細かく逐一お話しすると

いうよりも、概要を説明して、めり張りをつけポイントを絞ってお話ししたいと思ってい

ます。そのため、全てを理解する必要は全くなくて、疑問があればいつでもお気軽に御連

絡いただければお答えさせていただきますので、どうぞよろしくお願いします。 

 早速ですが、導入として、日本のＡＩガバナンスをめぐる全体像という大きな話からし

ていこうと思います。御案内のとおり、2022 年 11 月にＯｐｅｎＡＩ社がＣｈａｔＧＰＴ

の提供を開始して、その衝撃はすごくて、いわゆる大規模言語モデル、ＬＬＭに代表され

る基盤モデルのＡＩの進化、社会実装が急速に進んでいるということを、日本だけでなく、

社会全体に衝撃を与えたところであります。 

 私もいろいろ関与させていただいていますが、政府での動きも急速に進んでいて、去年、

そしてことしに至るまで、矢継ぎ早にいろいろな政策が打たれていますので、まずはその

全体像をお話ししたいと思います。 

 2023年の２月に、自由民主党において、ＡＩの進化と実装に関するプロジェクトチーム

が設置されました。私もワーキンググループのメンバーです。その後、４月にＡＩホワイ

トペーパーというものを公表しました。５月に内閣府でＡＩ戦略会議が設置されまして、

こちらも私はメンバーなのですが、座長は東京大学の松尾教授で、ＡＩ研究の第一人者で

す。設置後、暫定的な論点整理というものを公表しました。５月に設置して、２週間ぐら

いでこの論点整理を公表したということになります。 

 去年、いわゆるＧ７の広島ＡＩサミットがあって、日本がその議長国ということで、グ

ローバルにいろいろな政策のすり合わせ、ガイダンスをつくっていこうということで、岸

田首相が、広島ＡＩプロセスというものも始められました。 

 ６月になると、生成ＡＩとプライバシーの問題が論点になり、個人情報保護委員会が、

ＯｐｅｎＡＩ社と利用事業者に対して注意喚起を公表しました。ＯｐｅｎＡＩ社のやって

いることが違法だと言ったわけではないのですが、こういうことを守ってくださいという

ことを周知した形になります。 

 個人情報やプライバシーのほかに、著作権の問題もございます。ＡＩで世界中の著作物

を学習させるとか、あるいはアウトプットしてみたら既存の著作物に似たようなものが出

てきたという話はよくあると思います。特に日本新聞協会などのコンテンツホルダーが非

常に懸念しておりまして、無断でどんどんＡＩに学習されてしまうことで、クリエーター
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は今後どうなってしまうのか、そういった懸念もあります。文部科学省の文化審議会にお

いて７月から、ＡＩと著作権に関する検討を開始しました。私はメンバーではありません

が、有識者としてヒアリングに対応させていただきました。 

 その後、10月に、ＡＩと著作権の問題に関連して、著作権以外の知的財産との関係も非

常に重要だということで、内閣府において、ＡＩ時代の知的財産権検討会が設置されまし

た。私もメンバーを務めています。 

 先ほど５月からＧ７の広島ＡＩサミットの話が動いていたという話をしましたが、広島

ＡＩプロセスが一つ成果を見せまして、広島ＡＩプロセスに関するＧ７の首脳声明を発出

しました。 

 2024年の２月に、ＡＩセーフティ・インスティテュート、いわゆるＡＩＳＩを政府の中

に設置しております。厳密に言うと、政府の中でもＩＰＡ、独立行政法人情報処理推進機

構という団体の下に設置しております。 

 ３月に、文化審議会のＡＩと著作権の検討を開始しました。これが一応の成果を見せま

して、ＡＩと著作権に関する考え方というものを３月にファイナライズをして公表してい

ます。 

 また、４月に、ＡＩ事業者ガイドラインというものを公表しております。 

 ５月には、先ほどの内閣府のＡＩ時代の知的財産権検討会、これも成果を見せまして、

中間取りまとめを公表しました。 

 先月あたりから動いていることとしまして、ヨーロッパにおいて包括的、横断的なＡＩ

法が整備されることに伴い、日本で同じ道をとらないにせよ、規制をしないで本当にいい

のかと議論になっており、その規制の要否や程度について議論する、ＡＩ制度研究会が設

置されました。第１回の会合が先週の金曜日に首相官邸で開かれまして、私も参加しまし

た。岸田総理も同席されて、第１回が開かれました。 

 現在進行形でいろいろなことがまだまだ動いております。本当に急速に政府の中でも議

論が進んできたというのが実態であります。 

 先ほどいろいろお話をした議論の一つの出発点である、去年５月のＡＩ戦略会議で、２

週間でつくったという暫定的な論点整理から一部を抜粋しております。こちら、リスクへ

の対応にフォーカスして抜粋していますが、もちろんＡＩ戦略会議はリスク対応だけでは

なくて、基本的には政府も、与党の自由民主党も割とＡＩに対してフレンドリーといいま

すか、どうやってイノベーションを促進していくか、それによってきちんと経済を潤して

いく、そういうところも含めて見ています。この暫定的な論点整理というのは、ほかにど

うやったらＡＩを開発しやすくなる環境が整備できるのか、ＡＩを利活用しやすくなるの

か、いろいろなことを書いています。きょうは私が呼ばれたということで、法律家の視点

から、主に法的なリスクも含めたリスクについてお話しするということが、私自身の一つ

の役割だと思っています。 

 どういう方向性で整理がされているのかというと、まず、一番下のところで八つほど大
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きなリスクを挙げています。機密情報、個人情報、犯罪の巧妙化、容易化、偽情報、誤情

報などを挙げています。よくフェイクニュースなどが問題になっています。サイバー攻撃

も、ＡＩによってより巧妙化しています。逆に、ＡＩによって防衛もしやすくなっている

部分もあるかもしれません。教育現場での扱いや、先ほど言った著作権侵害、あるいはよ

り広い社会的なリスクという意味では、ＡＩにどんどん仕事を奪われてしまって失業者が

ふえるのではないかというリスクがあります。こちらについては、日本だと少子高齢化が

進んでいるので、海外のほうが問題意識が強い気がするのですが、日本でも、特に生成Ａ

Ｉによって、知的労働者の仕事がどんどん奪われるようになっていくのではないかと、生

成ＡＩの特徴として挙げられています。 

 こういったリスクに対応して、どういう制度が必要であるか、去年の５月に議論されま

した。基本的な方向性として、一旦は既存の法制度やガイドラインを前提に、どこまで対

応できるのかをもう少し深掘りして検討しましょう。もしそれでいけるのだったらいいし、

それでいけない可能性があるのだったら、もう少し諸外国の状況なども参考に対応をさら

に検討しようということで、一旦整理されました。そのため、当面は既存の法制度やガイ

ドラインのもとで何ができるかということを検討しました。例えば、ガイドラインのよう

なものを新しく更新したり、先ほどの著作権法についての考え方についても、既存の著作

権法のもとでどう整理されるのか、検討してきた状況になります。 

 先に進める前に、一般の事業者、民間事業者に限らず、皆さんのようにＡＩを利用され

る利用者側からみた主な法的リスクについて、お話ししたいと思います。 

 いろいろな議論がありますが、この縦軸が対象となるイシューです。著作権の話、個人

情報の話、機密情報の話、そのほかいろいろ、いわゆるハルシネーションと呼ばれている

ようなことです。私もそうなのですが、自分についてＡＩで検索すると、でたらめな情報

がもっともらしく出てきます。そういったことの名誉、信用毀損、不適切な内容等も含め

て、縦軸に取っています。 

 右側の横軸は、一つ目と二つ目が、どういう情報を入力して、どういう情報が出力され

るかをあらわしています。入力段階、学習段階では、まずファインチューニング、追加学

習のようなことをします。こういう本格的な学習入力の段階になってきて、一般の利用者

であれば関係ないのかもしれませんが、ある程度本格的に活用しようとすると、こういう

問題が出てきます。 

 その上で整理をすると、例えば入力、学習段階でいうと、既存のクリエーターがつくっ

たコンテンツや著作物を学習用データとして入力する場合にどういう問題があるのか。日

本の著作権法は、ＡＩによって学習させることは自由にできるような条文が整備をされて

います。ただし無制限ではありません。アウトプットで既存のコンテンツと似たようなも

のが出てくると、それは著作権侵害になる可能性はそれなりにあるわけです。そのため、

そういったリスクというのは、入力の段階でそのようなアウトプットを誘発するように入

力をしてしまうと、アウトプットのところで問題になってきますので、そのあたりは気を
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つけなければなりません。 

 あとは、いろいろな世の中にあふれているコンテンツ、例えば有料の会員でないと入れ

ないコンテンツになると、利用規約がしっかりしています。著作権法に違反していなくて

も、利用規約に違反してしまうと、それは問題になるので、一定の学習入力の制約があり

ます。 

 そのため、今の著作権法というのは、ＡＩ学習にはフレンドリーなのですが、限界もあ

りますし、事業者としては、ＣｈａｔＧＰＴ、Ｇｅｍｉｎｉなども含めて、普通に使って

いれば著作権侵害となるような生成物というのは出てきにくい技術的なガードレールはあ

りますので、過度に心配する必要はありません。ユーザーとしては不用意に、少なくとも

著作権の入っているコンテンツ、著作権の対象になっているコンテンツをプロンプトに入

れたり、あるいは著作権侵害を誘発するようなプロンプトを入れたりすることは避けるよ

う一定の社内ルールを導入して、一定の歯どめをかけながら使っているというのが現状に

なっています。 

 個人情報については、一般論として個人データを本人の同意なく入力すると、個人情報

保護法上のいわゆる第三者提供、目的外利用に該当する可能性があります。 

 ただし、実際問題としては、去年の６月、個人情報保護委員会から注意喚起が出まして、

それを見てみると、例えばプロンプトに入力する場合でも、一定の場合には可能という整

理になっております。基本的には事業者がＯｐｅｎＡＩ社、マイクロソフト社のＡｚｕｒ

ｅやＧｅｍｉｎｉを使うとき、それらの利用契約には、勝手にＡＩ事業者が学習データに

は使わないという条項があるものがほとんどです。そのため、学習用データとして利用さ

れないように担保されていて、あくまで通知、公表されている利用目的の範囲で使ってい

れば、個人情報保護法上の問題は基本的にないと整理することが、一般的な考え方である

と思っております。そういう意味では、この辺は一定のリスクはありますが、普通に使っ

ていれば一応セーフであるという余地は十分あると考えております。 

 そうはいっても、多くの事業者では、あまり不用意に何でもかんでも個人情報を入力さ

れると、アウトプットの観点からは問題なので、社内ルールで一定の制約を課しているの

が実情です。 

 第三者から秘密保持義務を課されているような機密情報を使用すると、契約上の守秘義

務違反になる可能性があります。また、自社の機密情報を入力すると、本来秘密として法

律上保護されるはずのものが保護を受けられなくなる可能性がある一方で、これは理論的

に確立しているわけではないのですが、セキュリティーがしっかりしていて、学習用デー

タとして用いられないようなＡＩのプロンプトとして入れる限りであれば、守秘義務違反

にはならないという整理ができるのという考え方もあります。直ちにアウトというわけで

はなくて、いろいろな理論構成でやりようはある場合もあると思っています。事業者とし

ては、あるいは利用者としては、何でもかんでも機密情報を突っ込んでしまうと、それは

大きな問題なので、普通機密情報は、全く機密情報を入れないようにしている事業者もあ
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れば、そうはいってもやはり一定の機密情報を入れないと業務のＤＸ、効率化にはならな

いということで、機密情報のレベル分けをして、このレベルまでは入れていいけれども、

このレベルでカテゴライズされたものは入れてはだめというように制限している事業者も

いらっしゃいます。 

 そのように、いろいろなリスクがあって、注意すべきことはありつつも、法律上はそれ

なりにどの分野においても、今の法律の考え方でも手当てができないわけではありません。

基本的には各事業者で一定の社内ルール等を設けながら、できるだけテクノロジーを使え

るところは使って、イノベーション、ＤＸの流れを起こしていこうという形で、うまくバ

ランスをとりながら、使っているのだと思っております。 

 今お話ししたのが著作権、個人情報保護法、個別法の話なのですが、よりＡＩを使う、

あるいは開発、提供するに当たって、より包括的で横断的な規制があるのかどうかを示し

たのがここからのスライドになっています。 

 先ほど、ことしの４月にＡＩ事業者ガイドラインというものができたとお話ししたので

すが、これについて少しお話ししたいと思います。もともと、先ほど言ったような著作権

法、個人情報保護法など、そういった個別の法律は別として、ＡＩについて包括的に、横

断的に規制する法律があったのかと言われると、日本ではありません。しかし、法律では

ありませんが、ガイドラインが一応ございます。実は以前から、数年前から日本ではガイ

ドラインがありまして、細かいものを挙げるとたくさんあるのですが、主要なものとして

はこの三つです。いわゆるＡＩ開発ガイドライン、ＡＩ利活用ガイドライン、こちらは総

務省がつくったものです。ＡＩガバナンス・ガイドライン、これは経済産業省がつくった

ものです。最初の二つが、ハイレベルなことを書いていて、最後の一つが実践に落とし込

むような、そういうものが対象になっております。もともとこういう三つの大きなガイド

ラインがあったのですが、いずれも法律ではなくて、いわゆるソフトローという、守らな

くても何のサンクションもないし、守る義務も法律上はありませんが、一応ガイダンスと

いうことであったわけです。 

 これまでつくられていたガイドラインは、いわゆる生成ＡＩ以前のＡＩを対象にしてい

て、生成ＡＩの発展を踏まえたものではありません。三つあって、どれを見ればいいのか

わかりにくかったので、この三つのガイドラインを統合し、アップデートしつつ、生成Ａ

Ｉの発展も踏まえてつくり直そうと、去年あたりから作成の作業を進めております。去年

の 12月に案が公表されまして、パブリックコメントを１月、２月とやっていて、４月に最

終的なガイドラインが公表されました。分量がすごく多くて、本編と別添で 300ページぐ

らいあるのですが、全体の位置づけだけ少し御説明をしようと思います。 

 このＡＩ事業者ガイドラインというのは、ＷＨＹとＷＨＡＴとＨＯＷ、その三つの観点

で構成されています。ＷＨＹというのは、一番ハイレベルの基本理念のところですね。そ

れこそサステーナビリティ、ダイバーシティなど、すごく抽象的なレベルの話です。 

 ＷＨＡＴは、ＷＨＹより抽象度が低いのですが、ＨＯＷに比べると抽象度が高い、そう
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いう指針のレベルであります。安全性、プライバシー、公平性、透明性、そういったレベ

ルの話です。 

 ＨＯＷというのは、それをさらに具体的に落とし込んでいくとどうなるか、そういう観

点の話になっていきます。 

 このガイドラインには、本編と別添がありまして、特に別添が長く、本編ではこのＷＨ

ＹとＷＨＡＴ、別添でＨＯＷの部分を規定しています。やはりＨＯＷというのは具体的な

話で長くなるので、別添がＨＯＷの話をしているということになります。 

 このＷＨＹ、ＷＨＡＴ、ＨＯＷ、この軸があるのと、もう一つは主体ごとに整理をして

いるということで、ＡＩ開発者、ＡＩ研究者、ＡＩ利用者のレイヤーに分けて主体別の話

をしております。 

 この主体ごとに分けていることについて、解説が９ページのスライドにあります。開発

者というのはＡＩシステムを開発する、典型的にはＯｐｅｎＡＩ社やグーグル社、あるい

はそこまでのレベルではなくても、中規模のシステム開発も含まれます。ほかにもいろい

ろあるのですが、決して事業者の数が多いわけではないですよね。開発者とはデータ前処

理学習から開発をしていく段階まで関与している主体になります。 

 次に、ＡＩ提供者です。これは日本企業でも多いのですが、ＡＩシステムをアプリケー

ションや既存のシステムに組み込んで、サービスとして利用者に提供していくような事業

者です。 

 一番多いのはＡＩ利用者です。ＡＩシステム、ＡＩサービスを利用する事業者。これは、

もう日本企業、日本の事業者でもかなりの割合を占めると思います。一番多いのは利用者

で、次に多いのは提供者で、一番少ないのが開発者になるかと思います。こういう形で主

体を分けて整理をしているということも、このガイドラインの特徴になっています。 

 先ほどＷＨＹとＷＨＡＴとＨＯＷということで申し上げましたが、このスライドではＷ

ＨＹとＷＨＡＴを整理しています。ディグニティと、さっき言ったダイバーシティ、サス

テーナビリティなど､こういう抽象的なレベルの話になります。 

 やはり有名なのはＷＨＡＴですね。先ほど言いましたけれども、安全性、プライバシー

保護、セキュリティー確保、透明性、公平性、アカウンタビリティー、人間中心、このあ

たりをメインに、もう少し細かくガイドラインを見ていただくと整理をしています。 

 繰り返しになりますが、法的に拘束力があるわけではなくて、守っても守らなくてもい

いのですが、そうはいっても基本的な観点というのはこのガイドラインで網羅されている

ので、自分の立場に応じて、一通り見ていただければと思います。基本的にＡＩというの

は、ＡＩ以外もそうなのですけれども、法律を守っていればいいというわけではなくて、

レピュテーションリスクがあるので、不適切な使い方をすると、法律に違反していなくて

もすぐにネットなどで炎上して、撤回に追い込まれるようなことが結構あるので、こうい

う観点を意識するためにも、すごく参考になる書類だと思っています。 

 また、大きな話になってしまいますが、今申し上げたように、基本的には日本でＡＩを
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包括的、横断的に規制する法律は今の段階ではありません。今申し上げたような事業者ガ

イドラインのような、いわゆるソフトローを進化させることで対応させていくというのが

日本の方向性になっています。少なくとも当面は、ソフトローを中心にしていくというこ

とが日本政府のスタンスです。それは少子高齢化を含めた社会課題がいろいろある中で、

ＡＩのようなイノベーションを積極的に活用していくことにとても価値や重きを置いてい

る日本のスタンスに即していると思います。 

 他方で、ハードローをつくったほうがいいのではないかという議論が少なからず進んで

いるというのも事実です。特にヨーロッパにおいては、ＡＩ法というものが８月１日に発

効されました。実際施行されていくのはこれからになっています。アメリカでは、ハード

ローに消極的な発想なのですが、例えば安全保障、いわゆるデュアルユースと呼ばれるよ

うな、軍事利用もできるようなＡＩを中心に、企業は一定の自主的なコミットメントとい

うのを求めております。さらに、いわゆる国防生産法に基づいて、本当に危険なものにつ

いては一定の規制をするというような議論も着実に進んでいます。また、中国はいち早く

法律をつくって、導入しております。 

 そういう意味では、もちろんソフトローも大事なのですが、法的拘束力を持ったハード

ローを導入、あるいは検討する方向に進展しつつあるのではないかと思います。 

 これは、本当にいろいろな議論があるところですが、一つの方向性として、日本でも、

提供者、利用者については、ソフトローがあれば十分ではないかという議論も根強いので

すが、特に高リスクなＡＩ開発者については、確実なリスク対応が必要になるのではない

かと、こういった議論が強くなってきております。 

 自由民主党でＡＩの進化と実装に関するプロジェクトチームのワーキンググループ有志

による提言に私も入っているのですが、いわゆる責任あるＡＩ推進基本法というような、

これは仮称ですけれども、そういったものの素案をたたき台として議論の俎上にのりまし

た。これは、まさにハイリスクなＡＩ開発者について、一定のハードルを設ける必要があ

るのではないかということを問題提起したことになります。 

 誤解のないように申し上げますと、自由民主党はＡＩを何でもかんでも規制しようとし

ているわけではなくて、むしろすごくイノベーションを推進しようという、ＡＩフレンド

リーな日本を打ち出そうとしてきましたし、これからもそうだと思います。規制一辺倒と

いうことではなくて、基本的にはイノベーション重視で、ソフトロー重視という路線は全

然変わっていないのですが、全く野放しでいいのかという疑問は残ります。といいますの

も、必要最小限の規制というのはあってもいいのではないかというのが、いわゆる責任あ

るＡＩ推進基本法の議論の文脈であります。 

 そのため、この素案の中身もそんなに厳しい規制を入れるというイメージではなくて、

対象もすごく絞っています。あくまで、社会的影響が大きいフロンティアモデルを対象に

しております。やはり主として想定されているのは、海外の大規模なＡＩ事業者、皆様が

知っているような、そういうところに絞っています。あとは義務の範囲でもあれこれ個別
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に言うということではなくて、どちらかというともっと大きな体制を遵守しなさいとか、

あるいは一定の報告をしなさいとか、遵守すべき体制の中身も、政府があれこれ決めると

いうのも技術の進歩のスピードに追いつかないだろうということで、民間を交えて、政府

と民間が協調しながら、民間の実践にも委ねていくようなモデルが、基本的には想定され

ている素案になっております。法律案のようなかっちりしたものでもないし、国会に提出

されているわけでもないのですが、その一歩手前の素案として、たたき台としての位置づ

けで提案をしています。 

 これをベースに、自由民主党ではことしのホワイトペーパーというのをつくっておりま

すし、さらにことしの６月に政府の統合イノベーション戦略というところでも、そういっ

た考えを踏まえつつ、ＡＩ戦略会議の中でＡＩ制度研究会を設けて、制度のあり方の検討

に着手するという方針が示されました。 

 これを踏まえて、先ほども申し上げましたが、ＡＩ戦略会議の下にＡＩ制度研究会を設

置したというのが直近の動きになっております。７月 19日に設置しまして、先週首相官邸

で第１回会合を開催して、今後議論を進めて、本当にタイトなのですが、秋頃に中間取り

まとめにて方向性を決めていく予定なのではないかと考えています。 

 このスライドのダイヤグラムにありますが、先ほど言った開発者、提供者、利用者、そ

してプロバイダー、こちらは新しく出てきた概念なのですが、このあたりの主体を縦軸で

分けていて、横軸で影響度、リスクで分けています。先ほどもお話ししましたが、ＡＩ開

発者で、影響の高い、リスクの高いモデルを開発するこの①の部分の開発者について、今、

主に議論が進んでいます。これもいろいろな考え方があるので、もちろんＥＵ、ヨーロッ

パのような方向性を志向しないということはコンセンサスが得られていると思うのですが、

他方で必要最小限の規制とはいっても、その必要最小限のハードローすら要らないのでは

ないかという意見もそれなりにあり、やはり人によって意見が異なりますので、多様な成

功例の意見を集約していく必要があります。この結論がどういう方向になるのか、ハード

ローを入れていこうという方向になるのか、やめましょうという方向になるのか、報道が

先行していますけれども、今完全に決まっているわけではなくて、まさにこれから議論が

進んで、方向性を決めていくことになると思います。 

 これが日本の方向性です。参考までにヨーロッパの状況についてもスライドを入れてい

ます。御案内のとおり、ヨーロッパではＡＩ法というのが数年前から議論されていまして、

ここ１年ぐらいでようやく制定され、発効したという形になっています。 

 ヨーロッパのＡＩ法には、二つ軸がありまして、一つは用途に応じた規制です。ユース

ケースということで許容できないような用途なのか、ハイリスクな用途なのか、リスク限

定的な用途なのか、あるいは大してリスクがない用途なのかという、この四つに分けて規

制の強度を変えているというのが一つの軸になります。 

 もう一つの軸が、やはり最近の生成ＡＩに対応した軸でありまして、生成ＡＩの汎用モ

デルというのはいろいろな用途があり得えます。これがなかなか予測できません。そのた
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め、従来型のＡＩだと、あえて用途ごとに分けて規制していけばワークするのですが、汎

用モデルのもととなるＬＬＭをつくるような話ではなくて、どのように用途が化けていく

かわからないので、用途ごとの規制というのはなかなかなじみにくいです。用途ごとの規

制とは別に、汎用ＡＩについての透明性も含めた規制というのを入れています。汎用ＡＩ

の中でも、一般的な汎用ＡＩと、より高度なリスク、システミック・リスクを伴う高度な

リスクの汎用ＡＩに分けて規律を設けています。 

 もともと 2021年にこのＡＩ法案ができているのですが、当時は生成ＡＩがそこまで注目

されていなくて、この汎用ＡＩに関する規定はなかったのですが、この議論の中で生成Ａ

Ｉがあっという間に世の中を席巻して、この汎用ＡＩについての条項が途中から入って制

定されました。この二段構えの規制になっています。 

 特に去年大きな修正があって、去年の 12月に議会と理事会などが暫定合意をして、その

後議会、理事会の承認を得て、先月官報に掲載をされ、８月１日になって発効しました。

例によって、ヨーロッパは違反のときのサンクション、罰金あるいは制裁金が非常に大き

いので話題になっています。全世界の売上高の７％が上限になっております。 

 これから段階的に適用が開始されていきます。ハイリスク、許容できないリスク、汎用

ＡＩ、いろいろな規制があります。順次施行されていくということで、原則的な施行日は

２年後の 2026年８月となっていますが、2025年２月から施行される規制もあるので、2025

年から 2027年あたりにかけて適用開始されていく形になっています。 

 ここまでが全体の大きなガバナンスの話でありまして、ここから後半になります。著作

権の話やプライバシーについて、生成ＡＩとの関係ですごく注目されているので、少しお

話しします。 

 まず、著作権の話ですが、いろいろなレイヤーの議論がありまして、先ほどもＡＩの入

力の話と出力の話、学習、入力の話と出力、利用の話があると申し上げました。著作権の

話もそれに対応して、厳密には三つ、大きな柱があります。この左の二つは、一番左が開

発、学習をして入力していく段階、真ん中がアウトプットをして、それを利用していく段

階、それぞれについて別の議論があります。 

 入力、開発、学習の段階では、世の中にあるいろいろなコンテンツ、著作権で保護され

るようなコンテンツを無断でＡＩに学習させていいのか、あるいはプロンプトに入れてい

いいのか、そういう問題があります。ここについて、日本では著作権法第 30条の４という、

有名な条文がありまして、これによって情報解析がかなり自由に、クリエーターの許諾な

く自由にできるというようなたてつけになっています。もともとは、一応ＡＩ等も想定し

てつくってはいたのですが、ここまで生成ＡＩで無断学習が進んでいくというのも、著作

権法を制定したときにはあまり意識していなくて、それが今急速に無断学習し放題のよう

な状況になっているので、非常にコンテンツホルダーが危機感を持っており、法第 30条の

４を改正すべきではないかとかというところも含めて懸念を表明しております。そういう

声もあって文化審議会で議論が進んできました。これが去年からことしにかけての流れに
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なっています。 

 あともう一つは、アウトプットの段階です。生成利用段階、これは例えばユーザー側で

著作物について認識をしていなくても、ＡＩモデルがコンテンツを学習してしまっていて、

結果としてアウトプットがその学習したコンテンツと似たようなものが出てしまうと、基

本的に著作権法的にはアウトになります。アウトになりますが、これも実はいろいろな議

論があったので、議論を整理したほうがいいということで、去年から文化審議会で論点整

理を行ってきました。 

 文化審議会で７月ぐらいから議論が始まりまして、私も有識者ヒアリングに呼ばれてお

りましたが、議論が注目を集めました。ことしの３月ぐらいにファイナライズをしたので

すが、特に後半、いろいろな議論がヒートアップをしまして、この検討会の委員の間でも

かなりかんかんがくがくの議論もありました。また、２万 5,000件ぐらいパブリックコメ

ントがありました。そうはいっても、パブリックコメントだって字数制限があるので、本

当にいろいろ書きたい会社というのは、字数制限のことを考えると、合計すると１社で 10

通出しているところもあるので、２万 5,000件という数字を直ちにうのみにはできないの

ですが、それでも２万 5,000件というのは結構な数字でありまして、それだけ社会的な注

目の高さがうかがえます。 

 そのいろいろな議論の結果、３月に公表されたのが、ＡＩと著作権に関する考え方につ

いてというもので、それをまとめたスライドがこちらになります。一番注目されたのはこ

の一番下の(５)の各論点という、いろいろな著作権法の解釈について具体的な考え方が示

されています。 

 一番盛り上がったのがやはり開発、学習段階ですね。先ほどの３本の柱の一番左側なの

ですが、ＡＩが無断で膨大なデータを学習してしまって、こんなことが本当に許されるの

か、法第 30条の４で原則許されるのですが、歯どめが必要ではないかという議論でありま

す。本当にモデルを１からつくるような場面でもそうですし、追加学習していくような場

面や、あまりなじみがないかもしれませんが、ＲＡＧというような技術もあって、これは

一定のデータベースをつくって、そのプロンプトを補助してあげるような位置づけの技術

でして、モデルをいじることなく、できるだけ意図に沿うような適切なアウトプットが出

るように工夫していくような技術です。そういうのも含めて、法第 30条の４の限界をどこ

まで認めていくのかという議論がされました。 

 あまりテクニカルな話をするつもりはありませんが、法第 30条の４というのはどんな条

文になっているかと言いますと、平たく言うと、同条の第２項で情報解析というのがあり

ますが、これはまさにＡＩの情報解析を含んでおり、情報解析の場合には、必要と認めら

れる限度において利用できます。ただし、著作権者の利益を不当に害することとなる場合

にはこの限りでない。そういう構成になっています。 

 なぜ著作権で保護されるコンテンツを無断で学習することが許されるかということです

が、基本的な発想というのは、ＡＩで解析をしていくというのは、人間がその著作物やコ
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ンテンツを見て楽しむわけではないですよね。あくまでいろいろ分析をして、そのままそ

れをアウトプットとして出すわけではなく、そこから学習をします。例えばＯｐｅｎＡＩ

社のＣｈａｔＧＰＴであれば、ある文字やある単語があったときに、次にどういう単語が

来るのが一番確からしいかということを確率的に分析してアウトプットしているわけです。

つまり、元のコンテンツを楽しむ、享受するような目的でないため、基本的には著作権者

の利益は害されないというのが、法第 30条の４の発想です。ただし、何でも無制限ではな

くて、享受の前提が外れてくると、法第 30条の４の対象外になります。また、場合によっ

ては著作権者の利益を不当に害することがあり得るので、そういう場合にはアウトになる

よう限定しています。この限定の部分がどうなっていくのか、どの範囲で認められるのか、

非享受目的というところとただし書きになりますが、利益を不当に害することになる場合、

この範囲を具体的に議論したことが一番のホットなトピックです。 

 結論については、すごく難解に書かれているので、きょうお話しはしませんが、結果に

ついて、どういうことを頭に置いて読めばいいのか、スライドに示しております。 

 まず、１点目ですが、法第 30条の４のような権利制限規定というのは非常に柔軟で、人

によっては日本にはこの著作権法のこの規定があるのだから、ＡＩ学習、機械学習パラダ

イスなのだと言うのですが、決して無制限ではないということをきちんと念頭に置いてお

く必要があります。だからこそ、各事業者でＡＩを使う場合には一定の社内のルールを決

めて、その枠内でやっているわけなので、何でもかんでも許されるわけではありません。

そこを理解しながら開発し、また利用する必要があります。 

 また、文化審議会の考え方や位置づけについてですが、あくまで基本的に著作権法の解

釈というのは、裁判所、司法が判断する領域ですので、もちろん文部科学省や文化審議会

が言うことは非常に重要ではあるのですが、それ自体に法的拘束力があるわけではありま

せん。そういう文書だという前提で、この考え方を読めばいいのではないかと思います。 

 あとは、結局議論がいろいろヒートアップしまして、多くの論点で断定的な結論という

のは示されておりません。複数の見解を併記している論点も多いですし、規範が抽象的に

示されていても、それを個別の事案に当てはめると、人によってニュアンスの違いが生じ

ます。そういう意味では、この考え方が出たことで、全てが画一的に決まったという話で

はなくて、まだまだ論点は残っているのだと、そのことも理解しておく必要はあると思い

ます。 

 そのため、各論点に記載されたニュアンスを正確に把握しておく必要があります。ある

意味、いろいろな考え方の妥協の産物として出された考え方なので、表現もかなり工夫さ

れています。全体を正確によく読めば、その文章をようやく理解できるのですが、個別に

切り取って見ると、ここはすごく経営者寄りのことを書いてあるなとか、あるいはここは

すごくＡＩ事業者寄りのことを書かいているなというように読めてしまうところもありま

す。全体としてすごく慎重な言い回しが長い文章で記載されているので、報道もそうなの

ですが、一部を切り取るとミスリーディングになってしまいます。正確に文脈を見て確認
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するというのがすごく大事になります。そういう意味では難しい文章なのですが、そうい

うものだと思っておく必要があると思います。 

 もともとこの検討が始まった経緯として、コンテンツホルダーが懸念を示したというこ

ともありますが、世の中の目線では、クリエーター対ＡＩ事業者の二項対立関係というイ

メージが関係しています。決してそんな対立関係はなくて、今はクリエーターもＡＩを使

わないと本当にいいものがつくれない時代になっています。本当に人間の頭でやるべきこ

ととＡＩに任せるようなことをうまく駆使してやっていく、これはクリエーター側にも求

められます。ＡＩ事業者に有利とか、クリエーターに有利とか、そういう関係にはなくて、

お互い建設的にコミュニケーションをとって高め合っていくことが求められると思います。

そうでないと、日本のクリエーターもどんどん沈んでしまうだけのような気がしています。

テクノロジーを使えるところは使って、クリエーターも発展していく、ＡＩ事業者も発展

していくという、ウイン・ウインの関係をつくっていく必要があると思います。 

 こちらが、文化審議会の議論のときに私が有識者ヒアリングで申し上げたことです。基

本的に文化審議会の議論というのは、著作権法の議論の解釈についてが主なものです。結

構難しいのは、どれだけ著作権法の解釈を精緻にしたとしても、そもそもＡＩ事業者とし

て何を、どういうコンテンツを学習していたのか、どういう技術的なガードレールを引い

ているのかなど、そこが透明性を持った形で開示されないと、なかなか権利者としても権

利行使のしようがありません。そのため、基本的に著作権の議論というのは、著作権法の

解釈だけの議論では完結しなくて、ＡＩ事業者としてのＡＩガバナンスの問題、まさに冒

頭で申し上げたＡＩ事業者ガイドラインのような話になりますが、やはり著作権法だけで

は解決しない問題があるので、そこは注意しておく必要があります。 

 これが著作権の話でしたが、そのほかの知的財産権の話もいろいろあって、営業秘密を

学習用データとして使っていいのかという話や、商標について学習用データとして使って

いいのか、こちらは基本使っていいということが答えなのですが、そういった話もありま

す。 

 最近結構多いのは、肖像権やパブリシティの絡みで、特に声優の声にそっくりな声がＡ

Ｉで使われてしまって、それを野放しにしていいのかという結構センシティブな議論も出

てきています。 

 あとは、特許の話で、ＡＩで簡単に発明ができるようになっていくと、これまでと同じ

ような技術水準のレベルで特許を認めてしまっていいのかという話もあります。 

 また、著作権法も含めて、法律だけで解決できる問題ではなく、やはり技術の問題や、

あるいは契約に基づく問題など総合的に考える必要があるという話です。 

 このあたりは、ＡＩ時代の知的財産権検討会で検討が進められて、既にことし、数カ月

前に中間取りまとめを公表しております。 

 最後に、個人情報やプライバシーをめぐる議論になりますが、先ほど言いましたように、

去年の６月に個人情報保護委員会が注意喚起をしております。繰り返しになりますけれど
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も、ＯｐｅｎＡＩ社がやっていることが違法だと言っているわけではなくて、こういうこ

とに気をつけなさいと言っているわけなのですが、この注意喚起は二つから成っていまし

て、一つはＯｐｅｎＡＩ社のような開発者に対する注意喚起、もう一つは皆さんを含む利

用事業者に対しての注意喚起です。 

 開発者であるＯｐｅｎＡＩ社に対しては、要配慮個人情報といって、人種、刑罰の前科、

病歴、そういったものを取得するのは原則ＮＧなので、それを含まないようにすることや、

利用目的を日本語で通知、公表しなさいといったことが書かれていて、こちらは皆さんに

直接は関係ないかと思います。 

 皆様に関係するのは、利用事業者に対する注意喚起でありまして、ここは利用目的を達

成するために必要な範囲内で使ってくださいということと、個人データを含むプロンプト

の入力を行うときには、ＡＩ提供事業者が機械学習にそのデータを利用しないことを十分

に確認してくださいということです。最初のほうで申し上げましたが、プロンプトに個人

データを入れることも、ＡＩ事業者がそれを学習用データに使わないということは契約で

担保されていれば一応セーフだと読めるような注意喚起になっていまして、そういう意味

では実務的なバランスをとった注意喚起だと思っています。 

 他方で、一般的な事業者は個人情報を何でもかんでもプロンプトに入れることを許容し

ているということは基本的にあまりなくて、社内ルールで一定の制限を課しているという

のが大半だと思っていますが、個人情報保護法にはこのように整理されております。 

 あとは、今、個人情報保護法改正に向けた議論が進んでおりまして、これは必ずしもＡ

Ｉと関係ありませんが、一応３年ごとに改正の検討をするというその節目の年でありまし

て、今ちょうど中間整理というものが出されました。来年に改正される予定なのですが、

まだまだ方向性が正確に決まっていないところもあります。 

 私からは以上です。御清聴いただきましてありがとうございました。 

○高橋こうすけ委員長 これより質疑、意見交換を行います。ただいまお話しいただきま

したことに関し、質疑、御意見等がありましたらお願いいたします。 

○菅原亮太委員 今後、日本もＡＩ規制が法制化されるかもしれないという点について、

アメリカではイノベーション重視、ヨーロッパは規制型というところで、日本のＡＩ法体

系としてはどちらに近いような形になるか、岡田様のお考えがあればお伺いしたいと思い

ます。 

○岡田淳参考人 まさにＡＩ制度研究会でこれから議論をされていくところなので、その

方向性がどうなるかというのは、確実には読めないところではあります。日本がヨーロッ

パ型を志向していくという可能性はかなり低いのではないかと、前提としては思っていま

す。 

 ヨーロッパでは、個人情報の保護について 2018年くらいから適用開始されたＥＵ一般デ

ータ保護規則、いわゆるＧＤＰＲという非常に厳しい規制がありまして、それこそアメリ

カのグーグル社、フェイスブック社、メタ社など、いろいろなところが膨大な制裁金を課
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されております。そのときは、世界から物すごく警戒されたのですが、結果的にはそれが

グローバルに波及をしまして、ＧＤＰＲに近いような法律が、タイやブラジルにもありま

す。アメリカでもＧＤＰＲを意識した連邦法の制定について、ずっと議論されています。 

 そういう意味で、ヨーロッパはＧＤＰＲをつくって、それがヨーロッパの企業のイノベ

ーションに寄与したかはわかりませんが、少なくともＧＤＰＲ的な考え方はグローバルに

広がっていきました。これをいわゆるブリュッセル効果と呼んでいまして、そこにヨーロ

ッパの人たちは結構味を占めていると思います。 

 ヨーロッパのＡＩ法も、国内からすごく反対意見がありました。フランス、ドイツ、イ

タリアなどは、ＡＩのスタートアップが出てきているような国なのですが、過剰な規制が

自国のＡＩ産業の育成の障害になることを懸念しておりました。最終的には法律になりま

したが、最後まで紆余曲折があって、今後もどの程度運用を厳しくしていくかということ

も含めて、まだまだ議論があると思います。 

 ヨーロッパ以外の国々というのはそこを見極めている状況で、少なくとも直ちにヨーロ

ッパに追随しようという国はかなり少数派だと思いますし、日本も当面は追随しないと思

います。 

 アメリカ型はどうなのかというと、そこは結構悩ましいところで、多分今志向している

のはアメリカに近いと思います。ハードローには慎重でありつつも、最低限のところにつ

いては一定の規制を入れるという観点で、アメリカに近い形を志向する可能性が高いと思

います。ただし、アメリカはアメリカですごくデュアルユースというか、軍事的な観点や

安全保障の観点をメインに置いているので、そこと全くイコールになるかというと、よく

わかりません。 

 他方で、日本にもっと開発を誘致するためには、規制はせめてアメリカよりは緩くない

とやっていけないのではないかという観点もあります。そういった点で、アメリカとは目

線が違う部分もありますし、グローバルに誘致をしていくという意味では、規制を緩くし

ていかないといけないのではないかという産業政策的な観点、あとは日本のスタートアッ

プにも育ってもらうという観点もあります。 

 他方で、ある程度規制をしっかりさせて、安全性を担保したＡＩを武器に、世界で戦っ

ていくことのメリットもあります。 

○菅原亮太委員 ＯｐｅｎＡＩ社が４月にアジア初の拠点を東京都に出したり、マイクロ

ソフト社が我が国にもデータセンターを投資したいということで、日本は今まで規制が緩

かったので、外国企業の投資がふえてきたと思います。今後もＡＩ法によって、外国企業

に対する規制が盛り込まれるか伺いたいです。規制をした場合、外国企業は日本に対して

どういう態度をとるのか、お考えがあればぜひ伺いたいと思います。 

○岡田淳参考人 一つの重要なポイントとして、外国の事業者に対するモニタリングとい

うのがあります。まさにおっしゃっていただいているように、外国からたくさんいいＡＩ

企業に投資をしてもらう、誘致をするということが非常に重要である一方で、きちんと外
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国事業者をモニタリングしていく必要があるという意識も、経済安全保障的な観点を含め

て重要です。 

 これは、例えばアメリカであれば、明確なハードローがなくても、自国の中にある企業

なので、アメリカ政府が強く言えば、アメリカに本拠を置いている企業というのは、一定

程度従わざるを得ません。ただし、これが日本だと、日本政府が法律のないところで何を

言っても、しょせんアメリカの事業者というのは従わないのではないかという懸念があり

ます。フェイスブック社も今いろいろと批判をされていますよね。アメリカの企業という

のは、強制力のある法律かどうかということで、表面的には協力するように見せて、露骨

に態度を変えてくるというところはあります。そのためアメリカ政府とは違って、日本政

府としてアメリカ企業に対して及ぶような、そういう規制を設けていく必要があるのでは

ないかと思います。これは、一つの規制推進派の重要な原動力になります。投資を誘致す

るということとは、また少し違うベクトルなので、そこのバランスはすごく難しいところ

だと思っています。 

○佐々木朋和委員 行政にも生成ＡＩ等の専門家とともに、それをリスクヘッジするアド

バイザー等も必要ではないかと思いました。これから自治体などで生成ＡＩを使っていく

場合には、アドバイザーは必要なのでしょうか。また、法曹界ではこういった生成ＡＩに

詳しい先生方というのはどのぐらいいらっしゃるのでしょうか。 

 また、先ほど声優の方の声が生成ＡＩでつくられることについて規制されていくのでは

ないかという話がありましたが、それを突き詰めていくと、物まねタレントがやっている

ことなども、規制が及ぶのではないでしょうか。こういった生成ＡＩが進んでくると、肖

像権、個人情報、あるいはそれぞれのパーソナリティーを守る考え方が明確になり、規制

が厳しくなっていくのか、先生の今後の予想をお聞かせください。 

○岡田淳参考人 １点目については、まさに自治体でどうＡＩを利活用していくか。これ

は去年からそうですが、いろいろな自治体で取り組みがされています。私自身も去年の夏

に、東京都が生成ＡＩ利活用ガイドラインをつくった際に、有識者のメンバーとして関与

させていただきました。やはり内部のリソースである程度リーガルがしっかりしていれば、

場合によっては外部アドバイザーというのは必須ではないのかもしれませんが、特に初期

段階や、内部でＡＩの領域におけるリーガルの体制が整っていない場合には、法的なアド

バイザー、弁護士など、相談体制を整えておくというのは、大事だと思います。どんどん

技術も変わっていきますし、利用契約等もどんどん変わっていくので、そういう意味で常

に最新の情報を持っているような弁護士に相談されるということは、とても意味のあるこ

とだと思います。 

 特に東京都の利活用ガイドラインは、具体例としてプロンプトの入力方法について、ど

のように業務の利活用促進になるのかが、かなり具体的に図表を用いて記載されているの

で、参考にしていただければと思っております。 

 もし私でお役に立てることがあれば、いつでもおっしゃっていただければお手伝いさせ
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ていただきますし、法律家の中でもこのＡＩは注目されているので、業務の一環としてや

られている弁護士もふえてきていますので、私でなくても適切な方を入れていただければ

と思っています。 

 ２点目の声優の話ですが、すごく重要なポイントを突いたコメントだなと思っています。

どんどん規制していくと、声の問題に限らず、ＡＩで問題が起きた際に、それがＡＩ特有

の話なのか、それ以外にも関係する話だがＡＩで注目されるようになった話なのか、分け

て考えないといけません。ＡＩで問題になったので、規制を入れましょうとなると、場合

によってはＡＩ以外の、まさに物まねの話や、いろいろなところに波及してきてしまう可

能性があるので、一般的な規制として入れるのがいいのか、ＡＩプロパーの規制として入

れるのか、ＡＩプロパーの規制として入れるのだったら、どこまでを守備範囲にするのが

適切なのか、バランスを適切に考えないといけない話になってくると思います。 

 これは、ディープフェイクの話も同じで、ＡＩではディープフェイクを発見しにくくな

っているので、規制しないといけないという問題意識はすごくよくわかりますが、そのこ

とを突き詰めていくと、パロディー作品等も含めて、どこまでが表現の自由で、どこから

が偽情報として規制しないといけない領域か、そこにＡＩ特有の問題がどこまであるのか

というのはすごく重要な話です。それだけ難しい問題だからこそ、いろいろ議論している

けれども、まだ法規制について具体的な姿が見えてこないというのは、そのあたりに原因

があると思っているので、おっしゃっていただいたことというのは、一番本質的なところ

だと思っています。 

○神﨑浩之委員 ６ページの個人データを本人の同意なく入力するということについて、

これは、我々が普段使う際にも気をつけなければならないのでしょか。 

○岡田淳参考人 普通の利用者としてどこまで自分事として関係あるかという質問かと

思いますが、結構関係があります。皆さんＡＩに質問しますよね。質問指示がプロンプト

になりますので、入力する際は気をつけなければなりません。実はもうこの時点で全部関

係してくるのと、あと一番左のファインチューニングとかＲＡＧですが、ファインチュー

ニングというのはモデル自体をいじる話になるので、そこまで多くの事業者が関係するわ

けではありません。ただし、最近かなり多くの企業が既存のモデルをそのまま使うよりは、

ある程度のカスタマイズをして、秘密情報とかも含めて入れています。より自分たちのニ

ーズに合ったアウトプットを引き出すために、そのままではなくて、一定の加工を施して

使いたいというニーズがあります。そのときに、ファインチューニングはモデルに手を加

えるため、そこそこ本格的な技術が必要なので、皆さんと接点はないかもしれません。い

わゆるＲＡＧと言われるようなものは、これはかなり浸透していて、モデル自体をいじる

わけではありませんが、より自分たちの求めるアウトプットが出てきやすいようなデータ

セットを拡充して、プロンプトを補完してあげるという技術です。これは、今かなりの事

業者が使っています。ファインチューニングまでいかなくても、ＲＡＧや、プロンプト入

力は皆さんやっていますから、このあたりも含めていくと、もしかしたら自治体にも接点
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はふえてくると思います。 

 繰り返しになりますが、リスクはふえている一方で、リスクへの対応について、やりよ

うは十分にあるので、一定の技術的、またはルール的な対応をしておけば、リスクを認識

しつつ、活用できる方向になるというのが一般的な流れかと思います。 

○神﨑浩之委員 次に、９ページですが、提供者とは、具体的にどのような人を指します

か。開発者の開発したものを利用して、アプリをつくって売り込んでいるような人でしょ

うか。 

○岡田淳参考人 ＡＩ提供者というのはすごく広い概念で、今いろいろなソフトウエアサ

ービスやシステムサービスというのは、売り文句としてＡＩ活用をうたわないと時代おく

れという風潮がありますよね。そういうのは、みんな提供者です。ＡＩ提供者というのは、

すごく幅広いと思います。かなり多くの会社があります。 

○神﨑浩之委員 今例えばオリンピックでも誹謗中傷が話題になっております。それから、

少し前は有名人が投資を勧める詐欺広告なども、本人に無許可で広告しているようなこと

もありました。このような問題に対して、政府の議論や、法曹界での動きについてお聞き

したいと思います。 

○岡田淳参考人 非常に密接した関係するテーマだと思っていまして、やはり偽情報、誤

情報、あとはまさに詐欺広告、そのようなものを含めて、情報の不適切なコンテンツの流

通への対応をどうするのかというのは非常に重要な問題です。 

 これは、ＡＩによって増幅されてきた側面でもありますが、ＡＩ特有の問題ではないと

いうところもあります。今検討が進められているのは、総務省で、ワーキンググループの

報告書を出したところですが、この偽情報、誤情報対策についての法的な手当てを含めた

対応を提言しております。いわゆる情報プラットフォーム法というのがありまして、以前

プロバイダー責任制限法と言われていたものの名称が変わったのですが、今回の報告書を

踏まえて、早ければ来年にでも改正される可能性があると思っていまして、今後は総務省

での議論が一番本丸かとは思っています。 

 ただ、これはＡＩ特有の問題ではありません。やはり結構大きな問題意識としては、個

別に情報の発信元をたたいていくというのは限界があります。フェイスブック社、グーグ

ル社などのプラットフォーマーの側である程度きちんとやってもらわないといけないとい

うのが大きな問題意識としてはあるので、プラットフォーマーへの義務づけも含めたとこ

ろが基本的な部分だと思います。 

○高橋こうすけ委員長 ほかにありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○高橋こうすけ委員長 ほかにないようでありますので、本日の調査はこれをもって終了

いたします。 

 岡田様、本日はお忙しいところ御説明いただきまして、誠にありがとうございました。 

○岡田淳参考人 ありがとうございました。（拍手） 
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○高橋こうすけ委員長 委員の皆様には、次回の委員会運営等について御相談があります

ので、しばしお残り願います。 

 次に、９月に予定されております当委員会の調査事項についてでありますが、御意見等

はありますか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○高橋こうすけ委員長 特に御意見等がなければ、当職に御一任願いたいと思いますが、

これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○高橋こうすけ委員長 御異議なしと認め、さよう決定いたしました。 

 以上をもって、本日の日程は全部終了いたしました。本日は、これをもって、散会いた

します。 

 


